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論 文
産業集中度と凝集的市場カ
ーケイゼン説を中心として一
越後 和典
まえおき
第2次大戦後のアメリカにおける企業規模の巨大化と，少数巨大企業への資
本集中の傾向は，はたして寡占の協調的性格，産業の独占化傾向を強めつつあ
るといえるであろうか。この問題の解答いかんは，同国資本主義の経済的効率
の判定や，採用されるべき公共経済政策の選択に影響を及ぽすのみならず，ァ
メリカの学者が好んで使用するいわゆる「自由企業体制」の将来を見通すさい
の1つの基準ともなりうるであろう。しかもこの問題の検討にあたっては，市
場構造の最も重要な形成要因たる産業集中の研究が，基礎規定的な重要性を帯
びることも多言を要しない。さらに産業集中の研究には，参入障壁や生産物差
別化等の集中規定要因の考察とともに，集中度そのものの測定が，研究の出発
点としての意義をもつことも，産業組織に関する実証的研究が教えるところで
ある。
ところでこの産業集中度に関し，かつて私はアメリカの企業合同を論じたさ
ぃ，次の特徴的な議点を検出しようとした1)。すなわちアメリカの場合，しか
も製造工業のみに限定して考察するならば，④ いわゆる生産の集積・資本の集
中の指標としての一般集中度は上昇の傾向にあること。換言すれば，企業規模
の巨大化と，少数巨大資本への集中が進行しつつあること。⑥ にもかかわらず，
同国における産業の独占化傾向ないし，産業の競争的性格を判定する指標と目
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される特定産業集中度は，全体として停滞的様相を濃くし，むしろいずれかと
いえば低下傾向を示していること。Rこの 2つの集中度が相反する傾向を示す
にいたった少くともその 1つの原因は，第2次大戦後の同国の巨大企業におい
て，とくに顕著にみられる企業合併を通じての企業内の産業活動の多角化，す
なわちダイバーシフィケーション (diversification)の影響によると考えられる
こと。④ ダイバーシフィケーションによる巨大企業の規模拡大の産業の独占化
に対する含意は，必ずしも明確ではないが，それは常に独占的傾向を助長する
とは断定しがた＜，むしろ，競争的側面の強化につながる面があること。
以上の私の検出しようとした諸点が， それ自体としては誤っていないこと
は，その後における内外の研究成果によって，ある程度証明されつつあると思
われる 2)。しかし一般集中度自体の本来もつ意義，その上昇の産業の独占化に
対する含意については，異論を提起する論者もまた存在する。そうした論者は，
一般集中度の上昇が独占化傾阿を示す指標としての忍義をもつことを強調する
のである 3)。
私はこの見解にも傾聴に値する論拠があることを否定するわけではないが，
その結論に同意する者ではない。しかし考えるに，そもそもそうした異論の生
じた原因の 1つは，従来の私の論著を含めて，日本の産業組織論の研究文献が，
産業集中度，とりわけ一般集中度の意義を充分説得的に論述していなかったた
めに生じた誤解にもとづくように思われるのである。
そこで私は，従来の拙稿において考察不充分であったと考えられる一般集中
度，および特定産業集中度の基本的性格，およびこの 2つの集中度と，ダイバ
‘ーシフィケーションの産業の競争的側面に対する含意を明らかにすることが，
さしあたって必要であり，このことが，また今後の上述の問題に関する研究を
深めるさいの前提になると考える次第である。
よって本稿では，まず一般集中度の意義について， 1つの考え方を典型的に
示すケイゼン (C.Kaysen)の所説を取上げ4)' これに検討を加えつつ以上の諸
点につき，若干の考察を行ないたい。
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ちなみに，一般集中度（over-all concentration ratio or concentration ratio in 
the large)とは，その国の全産業について上位N個ないしP%の企業が雇用数・
資産額•生産額・付加価値額・出荷額・売上高等々に対し，しめる比率で表現
される集中度をさす。特定産業ないし市場集中度 (concentrationratio in par-
ticular industry or market)とは，産業別に測定された集中度であって，その測
定が意味をもちうるのは，上位企業の集中度と当該産業の競争的性格との間に
相関関係があるからである。
(1) 拙稿「アメリカの企業合併に関する一考察」（『世界経済評論J1966年5月号）。私
．の検出しようとした諸点が，第2次大戦後の，製造工業のみを対象とすることに注意
されたい。アメリカの産業集中度のより長期的な傾向，さらには全経済活動ないし農
業や第3次産業をも含む一般集中度の傾向については，アメリカにおいても准大な研
究成果の集積がある。それらの資料を対象とする研究は，別の機会に発表を予定して
いる。
(2) 奥村茂次「アメリカにおける企業合併と独占構造」（大阪市大経済研究所「産業再
編成と企業合併』 1967年， 日本評論社）， および同氏「戦後アメリカにおける企業合
併運動の特質」（大阪市大『経済学雑誌』第53巻第3号， 1967年9月）。以上の 2論文
においては，前出拙稿とほぽ同様の問題意識をもち，私の検出した傾向そのものに統
計的な彫琢が加えられている。アメリカの文献としては前出拙稿の段階では入手不可
能であった JohnC. Narver, Conglomerate Mergers and Market Competition, 
1967. をあげうる。とくにその第7章では，凝集的合併（合併を通じるダイバーシフ
イケーション）の競争に対する含意が考察されている。その結論の稼極的意義は，凝集
的合併が常に必ずしも産業の独占化傾向を促進しないことを，市場構造の類型別に明
らかにした点にあり，それは前出拙稿で，私が暗黙裡に想定していた結論に一致する。
前出奥村氏の 2論文中の後者の論文では，このナーバーの説が結論的に要約されてい
る。
(3) 御園生等•新田俊三『独占価格」 1967年，日本評論社。本書において御園生氏は，従
来の産業組織論が「一般的集中の要素を軽視する傾き」があり， 「近代的多角生産企
業の競争におよぽす影響力と，国家権力をつうずる独占利洞の収奪メカニズムをあき
らかにしえない」(150-151ページ）という。また「一般的集中において相当高度であれ
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ば個別の産業における市場別集中においても， かならず高度の集中状況を示す」。
「個別的産業における高い集中は，一般的集中が市場別に反映されたものと見るべき
である」 (163ページ）といった見解が示されている（傍点引用者）。
一般集中度の上昇を『資本論』の言葉になおせば，「生産の集積」・「資本の集中」
の進行の指標とみることができるであろうが，生産の集積・資本の集中の進展が「独
占」を生むとはかぎらない。一般集中度を独占の指標とする多くの論者の思考の根底
には， レーニンの周知の「集積はその発展の一定の段階では，おのずからびたりと独
占にまで接近してくる」（レーニン『帝国主義論』 国民文庫版 22ペー ジ， 1952年）と
いう命題に対する信仰があるように思われる。かなり長期的にみて，集積・集中の指
標としての一般集中度が上昇し，特定産業集中度が低下ないし停滞を示す場合（現に
アメリカではその傾向がみられる）。一体かような命題の信奉者は事態をいかに理解
するのであろうか。もしこの場合， 「びたりと独占に接近する」方向に事態は進んで
いると解釈するならば，およそ特定産業集中度の分析，さらに産業分類自体にどのよ
うな意義があると考えているかを問わなければならぬ。
(4) ケイゼンの見解はつぎの 2篇の論文に発表されている。① C. Kaysen and D. F. 
Turner, Antitrust Policy: An Economic and Legal Analysis, 1959, Chap. 2, 
A Survey of Market Structures in the American Economy, pp. 24-43. 
③ Herausgegeben von Helmut Arndt, Die Konzentration in der Wirtschaft, 
Erster Band: Stand der Konzentration, 1960, S. 682-717. (Industrial Concen-
tration in the United States, by C. Kaysen)この2篇の論文の内容は，本質的
にほとんど全く同一であるが，一般集中度と特定産業集中度の意義，その関係等につ
いての考察は，①では省略されている。したがって本稿では，主としてRの論文に依
拠し，部分的には①を参考にした。
I ケイゼン説
ケイゼンによれば，産業の独占的性格，ないし経済力集中の程度を示す指標
としては，特定産業集中度が有意味であり，一般集中度はこのことについて何
も語らないという。彼の見解の論拠は要約すると，次のごとくである 5)。
1. まず彼は産業の独占的性格の強さと経済力集中の程度を，同義語と考え
る。すなわち彼は経済力集中を，基本的には企業が経済的決定を行なうさいの
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選択の範囲にかかわらしめて理解し，その範囲ないしはばが大であれば経済力
集中の程度が高いと考えてよいという。彼はかかる観点にたって，企業の経済
的決定を制約する要素は，産業の競争的側面の強さに依存し，後者は特定産業集
中度と密接な関係があり，一般集中度と直接の関係をもたぬというのである。
たとえば，いま完全競争モデルに合致する企業を想定せよ。そこでは，いかな
る企業も経済的決定における選択のはばをもたない。一方における技術の強制
と，他方における消費者の選好が，企業にとっての唯一可能な行動の方向を決
定することになるからだ。こうしたモデルでの企業は，経済的決定単位という
よりも，むしろ市場諸力のたんなるレジスターにすぎないというべきである。
この場合，技術を外生的なものと仮定すれば，家計のみが経済的に重要な選択
のはばをもちうる。だから，世帯間の所得・富の分布が，経済力の分布（集中）
の尺度といえよう。
もちろん，現実の市場は完全競争にはほど遠い。たんなる市場諸力のレジス
ターにすぎないとみなしうる企業は，ほとんど存在しないであろう。つまり現実
の企業は，大なり小なり経済的決定単位であるわけだが；その程度は市場が多か
れ少なかれ，競争的な方法で機能する範囲，換言すれば，産業の競争的性格（競
争的側面の強さ）に依存するといってよい。
2. 特定産業集中度は，こうした産業の競争的性格に，重要なしばしば最も
重要なかかわりあいをもっている。すなわち高度の特定産業集中度は，競争的
行動からの当該産業のかなり長期的な乖離の必要条件とみなしうる。 もっと
も，それは充分条件ではない。けだし，少数の企業によって支配される産業で
も，強い競争的ビヘイヴィアのみられることがありうるからである。だから特
定産業集中度の水準と，当該市場の競争的に機能する程度の間には， 1対1の
単純な対応関係があると考えてはならない。ただより高い特定産業集中度と，．
市場のより低度の競争的性格の間には，かなり高い相関関係があることは，理
論的にも実証的にも明白である。
それでは個々の産業において，一般的にいってどの程度の集中度を示す場合
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その産業が．いわゆる構造的寡占産業に該当するとみなしうるか。構造的寡占
産業とは．寡占的相互依存性が認められるに充分な少数支配的企業の存在する
産業という意味で，そのような産業における少数支配的企業は，単独もしくは
協調して，価格 9 産出高•投資·立地・製品のバラエァティ等に対する重要な
決定を行なうさいに，選択のはばをもち，つまり経済力を集中し，それが市場成
果を規定することになるのである。かような構造的寡占をケイゼンは，当該産
業において最大8社が，市場の3分の1以上をしめる場合であると考える。つ
まり最大 8 社集中度 3 分の 1 を寡占的相互依存性の有無の分岐点と考え，• これ
をこえる集中度を示す産業をば集中的産業，これ以下の集中度を示す産業を非
集中産業と規定し，全産業において集中的産業の比重が高まりつつあるかどう
かが．アメリカ産業の独占化傾向の評価の基準となると考えているように思わ
れる6)。なお彼のいう寡占的相互依存性の有無の分岐点が，高すぎるか低すぎる
か7), あるいは集中度測定の尺度を雇用数・付加価値額・出荷額・資産額等々
のうち，いずれに求めるのが該当であるかs)は別の問題である。ただここでは
ケイゼンが特定産業集中度の意義を，どのように考えているかを知ればたりる。
3. i),J:.: うな特定産業集中度に対し，一般集中度は，前述のようにケイゼン
によれば，市場の競争的側面の強さを示す指標となりえないという。それは直
接には全体の産業における企業の規模別分布を示すにすぎない。なるほど完全
競争の必要条件をみたすような全産業の状態は，それぞれの産業が格差の存在
しない小企業のみから構成されているような状態であって，かかる状態を仮定
すれば，特定産業集中度の低さは一般集中度の低さと両立しうる。しかし．市
場が競争的であるための必要条件をみたすのは，何もそうした状態のみではな
い。それは．しばしば高い一般集中度とも両立しうる場合がある。
たとえば全産業の産出高中に，かなり大きい割合をしめる少数の大産業があ
り，それらの大産業では，それぞれ20の絶対的に大規模の，しかしそのいずれ
もがそれぞれの産業内では他企業に比して相対的に大きくない企業によって構
成され，他方それ以外の産業はそれぞれ規模格差のない小規模企業から構成さ
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れていると仮定せよ。おそらく，いずれの産業も等しく充分競争的性格をもち，
各企業はいずれの産業でも市場支配力を有しないと推論しうるであろう。にも
かかわらず，一般集中度では，全企業数のたとえば 0.1%にすぎない最大50社
で産出高の15:lるを集中するという，かなり高度の一般集中度を示すこともあり
うる。
また規模において大体等しい多数の産業が存在し，専門企業はその 1産業の
みで，多角的企業(diversifiedfirm or conglomerate firm)は，複数の産業で活動
し，前者の企業数は多数で後者は少数であり，しかもいずれの企業も，特定産
業での活動の規模が等しいと仮定せよ。このモデルでの一般集中度は，多角的
企業の存在によって，それが存在せず，すべて専門企業のみから構成されている
場合に比し，相対的に高く表現されることになる。しかし，その一般集中度の相
違は，産業の競争的性格の相違，経済力集中の水準の格差を意味するものでは
なしヽ。
ケイゼンは以上のように論じるが，この考えの根底には，企業の規模の巨大
性 (bigness)と少数性 (fewness)のもつ意義を区別し，巨大企業ないし多角的
企業固有の市場力を否認する考え方が，ひそんでいるように見受けられる 9)0
4. かように一般集中度が市場の競争的性格ないし経済力集中に関し，何事
も語らないとするならば，それが本来語らんとするものは何であるか。ケイゼ
ンは，それは「社会経済の構造」であるという。彼のいう「社会経済の構造」
の意味は必ずしも明確ではない。彼はこれに定義的規定を行なっているわけで
はないから，読者は彼の例示的説明から，この言葉によって彼の意図しようと
するものが何であるかを，推察する以外に方法はない。
さて一般集中度が高くなることは，産業の多くの部分が巨大企業の支配下に
おかれることを意味する。しかるに現代の巨大企業ないし大企業は，小企業と
相違する性格をもっているから，このことは現代巨大企業のもつ特徴的な性格
が，その国の産業に支配的な影響を及ぽすことになることを意味する。換言す
れば，それは産業のおかれている社会・経済的環境・構造が変化することを意
31 
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味する。これをたとえていえば，農業に対する工業の比重が増大することは，
その国の農業的な社会・経済構造の特徴が失なわれ，工業的なそれに変化する
ことであるという。一般集中度の示すものは産業の独占的性格の強化・経済力
の集中化ではなく，巨大企業化によってもたらされる上述のような意味での環
境・構造の変化にほかならない。．彼はかく論じ，そうした巨大企業の特徴的な
性格として次の諸点を指摘する。
R 巨大企業では所有と経営とは一体ではなく，経営者はその企業の初期の歴
史において創設者または顕著な功労者であった企業家の一族から絶縁する傾向
を示し，高級幹部のボストは，企業内部の官僚制における補充機構によって，多
かれ少なかれみたされる傾向が生じた。⑤かつて経営者個人によって遂行され
た多くの業務は，財務・マーケティング・人間関係等々の準職業的専門家によ
って遂行されるにいたった。⑥ 巨大企業の活動の領域は小企業のそれとは全く
異なる。それらは典型的には多数の工場・事業所を所有支配し，全国さらには世
界にまたがり活動領域を拡大しつつある。したがって，すべての政治的単位に
対する関係も，小企業におけるそれとは相違する。
④ 巨大企業の内部における人間関係も小企業のそれとは異なるし，⑥ さら
に重要な相違は，計画的活動の領域が小企業のそれと比較にならぬほど広く，
かつその計画は長期的な展望をもっていることである。巨大企業はそれゆえ市
場の短期の変動に対しても，小企業ほど敏感ではなく，自社独自の計画的考慮
にもとづき行動する。
ケイゼンの指摘する巨大企業の特徴的性格は以上のとおりである。 もちろ
ん，以上の諸点は巨大企業と小企業の性格の相違点の指摘としては，余りにも
常識的であり，かつ部分的にすぎる 10)。 さらにその相違点が， いうところの
「社会経済の構造」と具体的にどのようなつながりがあるかは，示されていな
ぃ11)。 しかしそうた問題はここではさしあたり重要ではないのであって，要
は，彼が一般集中度の概念によって示そうとしている内容が，およそいかなる
性格のものであるかを例示的に知りうればたりるのである。
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(5) 前注(4)を参照せよ。
(6) ケイゼンはこのように最大 8社3分の 1を構造的寡占産業と非集中産業の分岐点と
考えるが，具体的分析にあたっては，さらに構造的寡占を2分し，露占タイプIを8
社50%,20社 75%以上。寡占タイフ0I[を8社 351る以上，その他の企業が非集中的，
と規定する。彼の検出した統計的結果の検討は別の機会に行なう予定である。
(7) ベインは集中度の高い順に，タイフ゜IからタイプV1までの6段階を区別している。し
かしその分類の基準は明確ではない。彼のいうタイフ'IVは上位4社で35~5096, 8社
で45~70形で企業数の多い型，タイプVは上位4社で3596未満， 8社で45%未満で，
上位数社がそれぞれ数形の占拠率をもち，企業数も非常に多い型を意味する。タイプIV
が「競争的」であるか， 「寡占的」であるかは問題のあるところであるが，低度の寡
占の 1種と考えた方が安全である。つまり寡占的相互依存性は認められると述べ，同
様にこのことはタイプVに てもいえるといー CJ s つい っ。.. Bam, Industrial Organi-
zation, 1959, pp. 124-133.)このベインの分類基準と対照すれば，ケイゼンの構造
的寡占の基準，つまり寡占的相互依存性の有無の分岐点はかなり低いといえる。けだ
し，ケイゼンの場合は，大体ベインのタイプVに該当すると考えられるからである。な
おベインの分類基準とその具体例は，拙著『工業経済ー産業組織論』 1965年， 30~31
ページを参照せよ。
(8) ケイゼンは付加価値ではなく， 出荷額を尺度として採用している。 このさい起
りくる垂直的一貰企業と非一貫企業の相違の取扱いの問題については，前出注(4)第 1
論文 295~299ページを参照せよ。 ― 
(9) 念のために一言すれば，ケイゼンの場合，大規模産業における寡占と小規模産業に
おける寡占の及ぼす経済的影響の相違を無視しているわけではない。別の機会に明ら
かにする予定であるが，彼の場合，むしろ具体的分析では，産業の規模別（大・中の上
・中・小規模産業）および産業の経済的特質別（資本財• 生産財・耐久消費財・非耐久
消費財の各産業）の分類を行ない，それぞれの部門での構造的寡占産業の比重を問題に
している。しかしここで重要なことは，大産業に垣ける寡占と小産業における寡占の
意義を区別することではない。規模の大小と独占の要素とは別だということである。
UO) この点の詳細については， C.Kaysen, "The Social Significance of the Modern 
Capitalism", American Economic Review, Papers and Proceedings, May, 1957 
pp. 311-319. を参照せよ。なおその批判については，別稿を予定している。
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Ul) この点につき注目されるのはメイソンの論文である。 (E.S. Mason, Economic Con-
centration and the Monopoly Problem, 1957, pp. 16-43.) 彼は一定数の最大企業
が，その国の国民所得・雇用数等の何9るをしめるかという観点で測定された一般集中
度は，その国の工業化の程度，異なる集中度をもつセクター（たとえば盛業と工業）
そのものの比重の変化と関係すると述べる。概して工業化されている国は全経済構造
においてしめる工業の比重が農業に対して高い。しかるに殷業よりも工業の方が集中
化されていると考えてよいから，一般集中度（国民経済における）は，工業化されて
いる国の方が高いといってよいという。彼のいうように国民経済全体としての一般集
中度の程度は，その国の工業化の程度を示す尺度ともいえる。このような意味では，
ケイゼンのいう「社会経済の構造」の意義は理解できるが，対象を工業に限定した場
合に，一般集中度の変化が「社会経済の構造」とどのように結びつくかは，必ずしも
明らかではない。
]I ケイゼン説の吟味
前節で私はケイゼン所説をかなり詳細に紹介したつもりである。その理由
は，実は私自身が結論的にはケイゼン説に賛成するからである。もちろんケイ
ゼン説には若干の不備と誤謬が含まれているから，私はケイゼン説に全面的に
同意するわけではない。私がケイゼン説に賛成する理由は後に述べることとし
て，本節では，ケイゼン説の不備と欠陥について検討を加える。
前節で紹介したケイゼン説の核心は，一般集中度を，産業の競争（独占）的性
格ないし経済力集中の水準を示す指標としての特定産業集中度から切断し，そ
れに独自の意味づけを行なう点にある。しかしこの見解が成りたっためには，
2つの集中度が全く無関係であることを証明せねばならぬ。彼のこの点に関す
る証明には若干の不備な点がある。
1. いま一般集中度をかりに全産業（ただし製造工業のみ）における最大 100
社の集中度によって示し，特定産業集中度による構造的寡占を各産業における
最大8社のしめる一定の割合，たとえば35$!るを基準として示しうるものと仮定
せよ。Rケイゼンがすでに例示したように， 1国の産業が多数のほぼ等しい小
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規模産業から構成されている場合，各産業の集中度がたとえば 8 社50~るといっ
た高度の水準を示し，その限りでは，全産業が構造的寡占産業であっても，一般
集中度はそれほど高い水準を示すとはかぎらない。しかし特定産業集中度が前
者と同水準でも，産業部門が大規模産業と小規模産業から構成されている場合
には，一般集中度は前者よりも高い水準を示すことになる。⑥ 一般集中度は特
定産業集中度が全く不変であっても，上位 100社にはいる企業の属する産業規
模の相対的拡大によって上昇しうる。⑥ 特定産業集中度も，それぞれの産業の
規模も不変であっても，上位 100社にはいる企業が自社の属する産業以外の産
業に企業合併を通じて参入する場合，すなわち合併によるダイバーシフィケー
ションを行なう場合，一般集中度は高まる。ちなみに企業合併によらずに，エ
場の新設によってその企業が他産業部門に参入する場合は，その参入規模のい
かんで，参入をうけた産業の集中度は上昇もしくは低下する。④特定産業集中
度の上昇が，一般集中度に及ぽす影響も一概にはいえない。もしその産業の上位
8社が，全産業中上位 100社にはいる大規模産業において，その集中度がたと
えば8社3096から40%に上昇するような場合，特定産業集中度の上昇は一般集
中度を高めることになる。しかし上位 100社にはいる企業を有しない小規模産
業では，その集中度がたとえ 8社35%以上に上昇したとしても，一般集中度を
たかめることにはなりえない。
このようなごく単純な諸例の示すように，低い一般集中度と高い特定産業集
中度，低い特定産業集中度と高い一般集中度は両立しうる場合があり，この意
味においてケイゼン説は正しい。しかし，一般集中度は特定産業集中度と無関
係に変化する場合もありうる反面，上述④の場合のように，一般集中度が特定
産業集中度の上昇を原因として上昇する場合のあることを忘れてはならない。
しかもこのことのもつ意味は重要である。なぜならば，一般に鉄鋼・自動車・石
油化学工業等の重化学工業分野の大規模産業では，それぞれの産業における上
位企業は，全産業中でも上位に位置している場合が多い。したがって，こうした
産業における集中度の上昇による構造的寡占化，ないし産業の相対的規模の拡
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大は，一般集中度の水準そのものを高める原因となるからである。こうしたこ
とは，現代資本主義の産業的基盤が巨大規模の重化学工業にあるかぎり，現実
性の濃いケースであるといってよい12)。この場合， 一般集中度の上昇は同時
にケイゼン的な意味においても，産業における独占的性格の強化の指標となり
うる。
要するに，一般集中度と特定産業集中度との関係は複雑であるから，前者の上
昇がみられる場合，それが何に起因するかを明らかにすることが大切である。
両者が常に無関係であるかのようにいうことは正しいとはいえない。
2. つぎに一般集中度の上昇が，特定産業集中度の変化を原因とせずに起る
場合，つまり前項⑥Rに限定して，しかも⑥の場合をとくにとり上げ，ケイゼン
説を検討しよう。前項Rに該当する場合の問題の核心は大規模産業に属する上
位企業が行なう企業合併を通じてのダイバーシフィケーションの評価いかんに
かかっている。ケイゼン説では，産業が多角的企業と専門企業から構成されてい
ても，専門企業のみから構成されていても，集中度が同じであれば， 2つの産
業の競争的性格も等しいということにつきるが，はたしてこのような主張はな
りたちうるか。
いまある産業において，多角的企業が専門企業と全く同一の占拠率をもつ場
合を仮定せよ。当然前者は後者よりも企業規模は大である。したがって前者はナ
ーバー (J.C.Narver)のいうところの凝集的市場力 (conglomeratemarket po-
wer)18)ないし "bigness"固有の力をもっているといえるかもしれない。凝集
的市場力とは何か，という問題は次節で考察することとし，ここではさしあた
り，専門企業に比してのより強大な競争力を意味すると解しておく。多角的企
業のそうした強大な競争力は，専門企業に比して潜在的に自己の占拠率をたか
めうる能力を意味するといってよい。この能力によって，市場の競争的性格が
影響をこうむることになるとすれば，かりに 2つの産業においてその集中度が
同水準でも，多角的企業と専門企業からなる産業と，専門企業のみから構成さ
れている産業では，産業の競争的性格も相違するはずである。
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しかし多角的企業の存在が，その産業が競争的に機能する程度を強めるか弱
めるか，そのいずれの方向に作用するかは一概にいえない。④ ある産業におい
て，強い凝集的市場力をもつ多角的企業が，その産業の上位に存在する場合に
は，その産業の潜在的集中度は現実の集中度よりも高いであろう。かりにそう
した産業の現実的集中度が， 8社30形で，ケイゼンのいう構造的寡占に該当し
ないとしても，その産業は専門企業のみから構成されている場合の構造的寡占
たとえば8社4096に匹敵する性格をもつと考えることもできよう。
⑥反対に凝集的市場力をもつ企業が，その産業の下位に存在する場合には，
たとえその産業が構造的寡占であっても，上位企業の支配力は脅やかされ，そ
の産業の競争的性格は強まるであろう。その結果構造的寡占から非集中産業に
変質することもありうる。
以上の例示が物語るように，巨大企業が企業合併によって，ダイバーシフィケ
ーションを行ない，その規模を拡大し，その結果，一般集中度が上昇する場合，
その一般集中度の上昇は，参入された特定産業の集中度に，さしあたって影響
を及ぽさないとしても，当該産業の競争的性格を長期的には変化させることは
明らかである。だがそれが当該産業の独占的要素を強めるか，競争的側面を強
化させるかは，合併される企業の当該産業内での地位，合併を行なう企業の凝
集的市場力の強さに依存している。
さらに，そうした競争的性格の変化を示す特定産業集中度の変化が，構造的
寡占産業の産業全体にしめる比重に，どのような影響を及ぽすかは，合併され
た企業の属する産業の規模と，その産業が最初構造的産業であったかどうかに
よって相違することになる。
以上を要するに，ケイゼンは，企業合併を通じるダイバーシフィケーション
によって一般集中度が上昇する場合，それが及ぽす特定産業の競争的性格の変
化，構造的寡占産業の比重に与える影轡を全く考慮していない。彼の主張は短
期的・静態的にすぎるため，一般集中度の上昇が長期的に特定産業集中度の上
昇をもたらす場合のあること，換言すれば前者の上昇が後者の上昇の前兆とし
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ての意味をもちうる場合のあることを，見落す結果となっている。しかし；もち
ろん上述のように，そうした場合がすべてではない。逆に凝集的市場力をもつ
企業が特定産業集中度を低下させる場合もあることを知らねばならぬ14)。 こ
こにおいてわれわれは，ケイゼンの無視した凝集的市場力とは何ぞや，という
問題をさらにあらためて検討する必要を感じる。
(12) ケイゼンはこうしたケースに全く気づいていないわけではない（たとえば第2論文
〔注4〕邸9ページをみよ）。 ただこのケースのもつ重要性が特定産業集中度と一般集
中度の本来もっている性格の区別を無意味にするほどのものとは考えていない。
U3) Cf. F. C. Narver, op. cit., pp. 104-116. 
U4l Ibid., pp. 117-137. ここで参考のため， 凝集的合併が及ぼす競争的効果に関する
ナーバーの見解を例示しておこう。まず凝集的合併が集中の水準を高め，競争を弱め
る場合について。
①,、合併された企業がすでに中位ないし高度に集中された市場における大規模企業
で，相対的に高度の凝集的市場力をもつことになる場合。②，合併された企業が差別
化しうる製品と高度の凝集的市場力をもち，しかも，すでに製品差別化障壁の水準が
中位ないし高度の市場における大規模企業である場合。⑧，Rと同じ条件でマーケテ
ィングの高い効率に由来する凝集的市場力が高度である場合，合併は②の場合よりも
さらに障壁をたかめうるであろう。④，合併された企業が生産およびマーケティング
の高い効率に由来する相対的に高度の凝集的市場力をもち， しかも規模の経済性にも
とづく障壁が中位ないし高度の市場における相対的な大企業である場合。
これに対し凝集的合併が集中の水準を低める場合としては，合併された企業が相対
的に高度の凝集的市場力をもち，しかもすでに中位ないし高度に集中されている市場
において相対的に小規模企業である場合をあげている。彼によれば，疑集的合併の競争
に及ぼす効果を左右する最重要な要素は，上述の前提の下では，合併された企業が市
場においてしめる相対的規模である。合併された企業が当該市場において相対的に小
規模ならば集中の水準の低下，競争の強化をもたらすし，相対的に大規模ならば集中の
水準の上昇と競争の減退を生む傾向をもつ。だから凝集的合併そのものの固有の性質
が競争的であるわけでも反競争的であるわけでもない。与えられた市場構造の要因（市
場構造の形成要因として彼はベインの考えを受入れている。市場構造の要因そのもの
については前出拙著を参照せよ）が，凝集的合併の競争的効果の評価にあたっても重
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要であるという。
なお凝集的合併が市場構造に変化をもたらさないとする議論については， M.A.Ad-
elman, "The Anti-Merger Act, 1950-1960", American Economic Review, LI 
(May, 1961), p. 243. を参照せよ。
皿 凝集的市場力とその根拠
巨大企業の活動領域がその従事する主たる産業内部にとどまらず，異種の産
業分野へと拡大されつつあることは，第2次大戦後とくに顕著な傾向とされて
いる 15)。こうした多角的企業化による凝集的巨大企業 (conglomeratebig busi-
ness)の出現が具体的にいかなる原因により，何を契機とするか， その形成が
企業合併によるか否か等16)は，ここでの主要な問題ではない。ここでの問題点
は，そうした凝集的巨太性のもつとされている市場力の根拠を明らかにし，そ
の産業集中に対する含意をたしかめることである。
1. 前述のナーバーやエドワーズ (C.D. Edwards)は多角的（凝集的）大企業
の市場力の根拠として次の諸点を指摘している17)。
R 多角的大企業はその従事する諸産業の間に資源を自由裁量によって移動
する能力をもっている。すなわちこの種の企業では，企業全体の利潤の長期的極
大化の見地から，戦略的に特定の産業に属する生産活動や，特定産業の製品の販
売活動に重点を移動することが可能となる。たとえば，特定の産業に属する製品
または特定の市場でえられる超過利潤をもって，特定製品や特定地域での販売
価格を切下げることから生じる1M失を補填することが可能となり，かくてその
切下げの行なわれた市場における競争企業は駆逐され，当該産業ないし市場の
占拠率をたかめることになる。 これはいわゆる掠奪的価格切下げ (predatory 
price cutting)の典型的な事例である。
⑥ 多角的大企業は自己の供給する他の商品の購入・賃借を条件としてのみ，
買手の欲する特定商品を販売・賃貸するいわゆる抱き合せ契約 (tyingcontract) 
や，自己の供給する商品と競合する他企業の商品を購入ないし再販売しないこ
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とを条件としてのみ，買手と取引するいわゆる排他的取引協定(exclusivedeal-
ing agreement)を結びうることが少なくない。このような場合には，競争企業
の市場構造上の地位は悪化する。
⑥ 多角的大企業は多種類の商品を需要し，自己の供給しうる商品の種類も多
いため，相互取引 (reciprocity) の成立する機会が多い。 しかも企業規模が巨
大であるため，それぞれの商品についての買付額も売渡額も，また当然に大き
い。したがって［買付けにさいしては強い交渉力をもつことにより，有利とな
り，販売にさいしては安定した市場を確保しえて有利となる。多角的企業間で
このような政策が採用されるならば，専門的小企業の立場は著しく不利となり，
競争力を喪失し，市場から排除されることにもなりかねない。
④ 多角的企業は多数の商品について共通の販売）レートを利用し，共同プラン
ドを用いて，統一的な販売促進政策を進めうる。これによって，広告・宣伝・
販売費用を節減しうるし，新製品に対しても効率的な販売キャンペインを採用
することが可能となる。
⑥ 一般に企業内には種々な形態の余剰資源，ないし予備的資源 (spare re-
sources)が存在するのが普通である。たとえば副産物・過剰設備・販売余カ・
金融余力，あるいは技術開発力や経営者能力等々。これらの余剰の現実的・潜
在的資源ないし活用しうる資源が存在する,'ことは，とりもなおさず組織的弛緩
(organizational slack)が存在することを意味する。 かかる組織的弛緩を多角
化によって吸収する場合，その多角的企業は全体としての経営効率を高めうる。
① 異種の産業に属する商品を組合わせることにより，顧客の選好の変化，
景気変動に起因する需給の不均衡に対処することができ，利潤の安定をはかり
うるのみならず，収益性の高い産業や急速に成長しつつある産業に参入するこ
とによって，成長の機会を利用することも可能である。⑥①は，多角的企業が
一般に特定産業分野においても，専門企業に比して有利な条件と強い競争力を
もつことを意味する。
⑧ 多角的企業は大規模なるがゆえに，そのすぐれた資力によって有能な法律
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家・会社顧問を利用することができ，訴訟を有利に導くことや，高価なマス・
コミュニケーションの媒体を利用し，自己に有利な世論を形成することさえも
可能である。一般に企業規模が巨大であることはその経営者の経済的エリート
としての威信を示すものであり，政府に対する発言力，公共関係における利便
等を通じ，非市場的権力ないし政治的権力をもちうる。そのような権力は特定
産業分野における当該企業の競争力を補強することになる。
2. 多角的大企業の市場力の根拠に関し強調される事項は，おおむね以上の
諸点につきるといってよい。
ところで重要なことは，これらの諸点がはたして多角的大企業ないし巨大企
業に固有のものか否かという点である。Rにいう非市場的・政治的権力を除外
すれば，私見によれば€）から①にいたる各項目は，ストッキング(G. W. Stock-
ing)も指摘するように1s), ひっきよう，独占力にもとづくものか，さもなけ
れば規模の経済性を意味するものであって，凝集的巨大性固有の性格とは認め
がたい。換言すれば多角的大企業の市場力とは，特別なものではなく，独占力
と規模の経済性のいずれか，ないしはその両方と同義語と解すべきである。
Rの掠奪的価格切下げ，⑥の抱き合せ契約・排他的取引協定。⑥の買手とし
ての強大な交渉力，売手としての安定市場の確保等は市場行動の形態のうち，
制圧的行動 (coerciveconduct)に該当し，そのような行動を企業がとりうるに
は，多数の市場ないし商品のうち，少なくとも 1つの地域市場あるいは特定の
商品について供給独占または需要独占の地位にあることが条件となる。企業が
がそうした独占を基礎としてその力を非独占分野に波及させるところに上記の
行動類型が成立するのである。だからこの意味での凝集的市場力とは，伝統的
な概念における独占力を意味する。
ところでそのような独占力は，すでに特定産業集中度に反映されている，と
いうよりも特定産業集中度の水準そのものの表現とみなしうる。長期的にはそ
うした独占力の波及は他の特定産業集中度に変化を及ぽす。それがどのような
変化をひき起すかはすでに前節で述べたから繰りかえさない。
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つぎにRにいう産業間における自由裁量にもとづく資源配分とか，⑥にいう
大量購入・販売にともなう費用の節減が，独占力にもとづかない場合には，規模
の経済性の実現を意味するとみてよい。④⑥①の諸事項は，まさに規模の経済
性そのものを意味する。
もっとも，ここでいる規模の経済性が，ロビンソン (E.A. G. Robinson)によっ
て主張されたような意味でのそれであることはいうまでもない。彼は周知のよ
うに，①技術的・③管理的・⑧販売的・④財務的・ ⑥安全的最適規模の議論を
展開するが19), この議論を上述の凝集的市場力の根拠に関して指摘した事項
と関連せしめるならば，④⑥①はもとより，⑥および⑥の特定の場合は，上述
の最適規模の追求ないしその享受を意味する。⑧にいう有能な法律家の雇用や
高価なマス・コミニュケーションの媒体の使用も，それ自体は規模の経済性に
含ましめることができる。
さて，ロビンソンのいう⑥の安全的最適規模は，市場の独占と密接な関係があ
るから，これを除外すれば，上記の最適規模はそれ自体としては，独占の要素を
含むものではない。注意すべきは，規模の経済性と独占にもとづく利益は区別せ
ねばならぬということである。もっとも，最適規模企業が同時に独占力をもちう
る場合がある。それは最適規模企業の大きさと市場の規模，あるいは規模の経
済性の実現と市場の成長率の関係によって規定される。もし最適規模企業が市
場力をもちうるに充分なほど大であれば，当該企業は規模利益と独占の利益の
両方をうることができるであろう。しかし規模の経済性をうるために，企業規模
がいかに巨大化しても，市場規模がそれと比例して，あるいはそれ以上に拡大
するならば，規模の巨大化によって独占力をうることは不可能である 20)。 そ
してそのような場合は，企業規模の巨大化を反映して一般集中度は上昇して
も，産業の独占化傾向は強まらず，特定産業集中度は不変または低下すること
もありえよう。巨大企業の多角的企業化は，かくて一般集中度を上昇せしめて
も，必ずしも特定産業集中度を上昇せしめるものではない。
以上を要約するに，一般集中度の上昇が産業の独占化傾向を示す指標である
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とする考えは，一般的にいって正しくない。ケイゼンのいうように，独占化傾向
を示す指標としては，特定産業集中度によるぺきである。もちろんこのことは，
一般集中度の上昇の原因となった巨大企業の規模拡大が，長期的に特定産業の
独占化傾向を強め，特定産業集中度の上昇をひき起す場合があることを否定す
るものではない。このような場合に限り，一般集中度は産業の独占化傾向の間
接的な指標たりうるであろう。ケイゼンはこうした点を無視したわけではない
が，充分な考慮を払っているとはいえない。
つぎに，ケイゼンのように一般集中度のもつ意義を産業の独占化と一応無関
係に考えるとすれば，その意味するものは上述の検討から明らかであるように，
規模の経済性の実現である。してみ。れば，ケイゼンの「社会経済構造」の変化と
いったかなり愛昧な表現よりも，むしろ産業の効率化といった方が適切な面を
もつといえるであろう 21)。
最後に， 1国の産業が全体としてもつ競争的性格の強さを指標的に示すため，
特定産業集中度に一定の基準をもうけ，各産業を構造的寡占産業と非集中産業
に2分し，その比重を問う方法は余りにも単純にすぎる。それは構造的寡占お
よび非集中産業両グループ内部の特定産業集中度の相対的な水準を無視するこ
とになるからである。このような方法では，グループ内部での特定産業集中度の
変化が無視されるため，一般集中度•特定産業集中度および構造的寡占産業の
比重の三者の関連性は，いよいよ稀薄になる。
以上のように，ケイゼン所説には理論的にも技術的にもかなりの問題点があ
り，これを全面的に支持することは困難である。にもかかわらず，彼の考えの基
本的な点，すなわち "bigness"と"fewness"のもつ意義を区別し，産業の独
占化の水準を示す直接的指標を特定産業集中度に求める考え方は，おおむね的
を射ていると考えられる。
U5l ゴート (M.Gort)の研究の示すところではアメリカの巨大会社 111社の新産業への
参入率は， 1929~39年では 48.4,1939~50年では 43.1,1950~54年では107.8となっ
ている。このことは巨大会社の従事する主たる産業における専門化率の低下を意味す
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る。たとえば主たる産業活動の従事者に対する給料支払率は，1947年では69彩を示した
のに，1954年では64彩に低下している。1954年~58年にか・け専門化率は80の産業では低
下し， 17の産業では上昇しているという。 (Cf.M. Gort "Diversification, Mergers, 
and Profit". W. Alberts and J.E. Segall, The Corporate Merger, 1966. p. 
32.)。またナーバーによれば複数産業会社 (multi-industrycompany)は， 1958年
において，アメリカの全会社数の1.3彩，うち工業では 2.6彩にすぎないが，その全
雇用数にしめる比率は44.4彩，うち工業での複数産業会社は59彩をしめるという。
複数産業会社がいかに規模が大きいかを知るべきである。傾向とし七は， 1954年から
1958年にかけ全会社数は13彩増加したが（うち工業では3彩増），複数産業会社は 59
彩増（うち工業では49彩増）とされている。因みにナーバーの場合でも専門化率は低
下している。彼のいう専門化率とは，その会社の主たる産業活動に従事する従業員数
を，その会社の販売・管理•附属部門を除く全従業員数で割った値で示される。これ
によると専門化率は全産業では1954年89.5彩から1958年には88.3彩へ，工業のみでは
同じく83.8彩から81.4彩へそれぞれ低下している。 (Cf.J.C. Narver, op. cit., pp. 8 
-32.)。
U6) 前出ゴートの論文では・（注15), ダイバーシフィケーションの動機として，次の諸点
をあげている。①規模の経済性の達成の手段とする場合，R割愛しうる資源の有効
利用を目的とする場合，⑧収益性の高い産業への参入を企図する場合，④利潤安定化
を目的とする場合，⑥成長のための多角化。こうした分類では重複が生じるため，必ず
しも妥当ではないが，ゴートによれば，上述の各項目は大きく 2・分しうる。第1は収
益性の高い産業や急速に成長しつつある産業に参入することによって，成長の機会を
利用しようとするタイプ（③および⑥）である。第2はいわば防衡的タイプであっ
て，利潤の安定（危険分散）， 過剰設備や経営者資源の有効利用， より効率的な規模
の達成等（①R④)。この 2つのタイプのうち， 多角化を企業合併を通じて行なう場
合は第2のタイプに多いという。
また圧例的多数のダイバーシフィケーシヨンは企業合同によらない企業の内部成長
によるとされているが，その比率は判然としない。ただ前出ナーバの著書によれば企
業合併にしめる疑集的合併の比重は1946-1954年間に合併総数の20.9彩（うち合併を
行なった会社の資産5,000万ドル以上のランクでは22.9彩）とされている。 (Cf.J.C. 
Narver, op. cit., pp. 27-30.)。 なお別の資料では 1956~60年における合併の約3
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分の1 (工業のみ）がダイバーシフィケーションによるとされている。 (Cf. U.S., 
Bureau of the Census, AC(Juisition and Disposals of Ma成 facturingFacilities 
1959 and 1960, 1963.)。さらに最近の資料では，近年のアメリカの企業合併運動
において， 疑集的合併は全合併数の70彩に達するにいたったといわれている。 (Cf.
Commerce Clearing House, Trade Regulation Reporter, Paragraph 50, 147, 
pp. 5, 181. See also the testimony of Willard F. Mueller : U.S., Congress, 
Senate, Subcommittee on Antitrust and Monopoly of the Committee on the 
Judiciary, Hearings on Economic Concentration, 89th Congress, 1st Session, 
1965, Part I, pp. 501-37.)。
闘 Cf.J.C. Narver, op. cit., pp. 104-116., C.D. Edwards,'、ConglomerateBigness 
as a Source of Power", A Conference of the University-National Bureau 
Committee for Economic Research, Business Concentration and Price Policy, 
1955. pp. 331-352. 
UB) Cf. ibid., pp. 352-359. (Comment : by G.W. Stocking.) 
U9) Cf. E.A.G. Robinson, The Structure of Competitive Industry, Revised edition, 
1956, pp. 15-17, and passim. 黒松巌訳『産業構造の基礎理論』 1958年，有斐閣，
16-18ページ。および本書各所の「最適規模」に関する説明を参照せよ。
(20) これはたんなる理論のための仮説ではない。この点と関連し， 「近代技術から生産
および経済権力の集中が生まれ，必然的に近代経済から競争が消滅する」という見解
に対してなされたオイケンの批判は，ここに引用に値する。オイケ・ンは近代技術は三
重のやり方で競争の要素を強化したという。まず第1に，交通・通信技術の急速な改
善と低廉化。これによって多数の地方市湯が互に入り組み，独占および寡占形成の大・
きなチャンスを消滅させたこと。第2に代替競争の激化をもたらしたこと。これによ
り個々の商品に対する需要の弾力性が大となり，したがって，たとえ個々の種類の商
品の供給者は独占者だとしても，市場形態は完全競争に接近する。そのために独占は
競争の場合と似たような行動に出ることを強いられる。第3に技術的知識の新しい発
達によって，現代の産業装備は高度な適応能力をもち，市場を転換する能力が著しく
増大したごと。以上の市場の拡大・代替の増加• および生産の適応能力の増大の 3つ
の契機がいっしょに作用することによって，競争の要素は強化された。もちろん近代
技術の発達は多数の小企業を破滅させた。したがって近代技術の集中過程に対する影
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響は両面的であり，工業化の最初の時期には集中化への契機がきわだっていたかもし
れないが， 20世紀初頭以来の第2の時期には，技術の発達は競争をより活発にした。
このあとの事実は重要であって， 現在ではこの方がきわだっている。 (W.オイケン
著，大野忠男訳『経済政策原理』 1967年，勁草書房， 304-323ページ参照）。
以上のオイケンの見解は要するに，市場の地城的規模が拡大しつつあること（前述
第1点），需要面から市場（産業）の範囲が拡大しつつあること（第2点），供給面か
らも市場（産業）の範囲を比較的容易に拡大させる要素が強まりつつあること（第3
点）を意味するといってよい。ベインもいうごとく，技術的発展の本質的傾向と，独占
において最大利洞をうるという企業の利潤追求の窮極的論理から，集中度の増進と独
占化傾向を，資本主義経済の自然的かつ不可避的傾向と考える見解は，必ずしも実証さ
れていない。(J.S. Bain, op. cit., pp. 187-188.)むしろ，われわれはオイケンととも
に，「増大する競争とこれに対する防衡とのあいだの緊張は，最近における経済史の
基本的事実」（大野訳， 321ページ）であるというべきであろう。なお，これらの諸点
の実証的研究には別稿を予定している。
(21) Cf. E. S. Mason, op. cit., p. 42. メイソンは工業化の程度 (degreeof industri-
alization)を示すという。国民経済を対象とする場合の一般集中度は，たしかにメイ
ソンのいう通りだが，製造工業に限定した場合には，私のように表現する方がより正
確なように思う次第である。
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